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入 札 説 明 書  

  

調達案件名  公立丹南病院組合公営企業会計システム更新業務  

  

この入札説明書は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下、「令」という。）、鯖

江市財務規則（昭和３９年規則第４号）、本件の調達に係る入札公告（以下、「入札公告」とい

う。）のほか、公立丹南病院組合（以下、「組合」という。）が発注する調達契約に関し、一般競

争に参加しようとする者（以下、「入札参加者」という。）が熟知し、かつ、遵守しなければなら

ない一般的事項を明らかにするものである。  

  

１ 競争入札に付する事項  

(1) 調達案件名および数量  

   公立丹南病院組合公営企業会計システム更新業務 

(2) 調達案件の特質など  

「公立丹南病院組合公営企業会計システム更新業務仕様書」（以下、「仕様書」とい

う。）のとおり。  

(3) 納入場所  

公立丹南病院組合  

(4) 納入期限  

令和７年９月３０日（火）まで  

(5) 入札方法  

 総価で入札に付する。  

 なお、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。）をもって落札金額とする。よって、入札者が消費税および地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、入札書には見積もった契約希望金額

の１１０分の１００に相当する金額（消費税および地方消費税を含まない金額の総価）を

記載すること。  

  

２ 入札に参加する者に必要な要件  

   本件の入札に参加しようとする者は、以下の要件をすべて満たす者であること。  

(1) 鯖江市の競争入札参加資格者名簿に登載されている者。  

(2) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。  

(3) 鯖江市工事等請負契約に係る指名停止等に関する措置要領」に基づく指名停止（以下

「指名停止」という。）期間中でないこと。  

(4) 国、自治体において公営企業会計システムの導入実績があること。 

 

３ 担当部署  
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   本件の入札および本件に関する問い合わせや書類等の提出は、次の表１に記載の所属が受け

付ける。  

  

表１（担当部署－入札関係、案件内容関係）  

入札担当部署  公立丹南病院組合事務局  

所在地  〒916-0021  

福井県鯖江市三六町１丁目２－３１  

電話番号  0778-52-5585（直通）  

E-mail アドレス  ii-sabae@angel.ocn.ne.jp  

※本件の入札事務は「公立丹南病院組合事務局」が担当する。  

※本件に関し、このアドレスに E-mail を送信する際は、件名に  

 【企業会計更新】を含めること。  

 件名の例：【企業会計更新】入札参加申請について  

  

４ 入札参加申請等の手続き  

4.1 入札参加申請  

    本件の入札参加申請に関する手続きの要件は、次の表２に記載のとおり。  

     なお、入札参加者は、次の表２に記載した要件に関して、組合より説明を求められた場合

は、それに応じなければならない。  

    

表２（入札参加申請の要件）  

区 分  要 件  

(1) 入札参加申請ができ

る者  

「入札に参加する者に必要な要件」を全て満たしており、組織へ

証明できる者。  

(2) 入札参加申請期限  令和７年３月６日（木曜）午後５時  

(3) 入札参加申請書類と

提出方法  

次の表３で示す各種書類について、必要事項を記入・押印の

上、持参、郵送または電子メールのいずれかの方法により、書面

にて「３ 担当部署」の入札担当部署へ提出すること。  

 なお、入札参加申請期限までに、表３に記載した各種書類を提

出しない場合は、本件の入札に参加することができない。  

(4) 持参による提出の場

合  

持参により提出する場合は、事前に「３ 担当部署」の入札担

当部署へ電話で連絡したうえで、入札参加申請期限までの土曜

日・日曜日・祝祭日を除く、平日午前９時から午後５時までの間

に提出すること。  

(5) 郵送による提出の場

合  

郵便（簡易郵便に限る。）により提出する場合は、入札参加申

請期限までに必着とすること。  
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(6) 電子メールによる提

出の場合  

 電子メールにより提出する場合は、入札参加申請期限までに入

札担当部署へ送信すること。入札参加申請を送信した際は、必ず

電話にて送信した旨を連絡すること。  

  

 

表３（入札参加申請時提出書類）  

書類名  様式  

ア 入札参加資格確認申請書  様式第１号  

イ 国、自治体において公営企業会計システムの導入

実績があることがわかる資料 
添 付 資 料 

実績調書  

※イを提出する場合、実績調書は不要  
様式第２号  

  

4.2 入札参加資格確認結果の通知  

   組合は、「入札参加資格確認申請書」に記載した要件を満たしていることを確認したうえ

で、令和７年３月６日（木曜）までに、入札参加資格の有無を通知する文書（以下、「入札

参加資格確認通知書」という。）を、「入札参加資格確認申請書」に記載する「担当者連絡

先」の「E-mail」アドレス（下線部を以下、「連絡先 E-mail」という。）宛に送信する。  

  

4.3 入札参加資格の喪失  

    本件の入札に参加しようとする者が、次の表４に記載したいずれかの要件に該当する場合

は、本件の入札参加資格を喪失するものとする。 

表４（入札参加資格喪失の要件） 

区 分  要 件  

(1) 参加資格   本件の「入札参加資格確認通知書」に記載する参加資格の有

無が「無」である場合。  

(2) 資格要件   本件の落札者決定までの間に、前述の「２ 入札に参加する者

に必要な要件」で示す資格要件を満たさなくなった場合。  

(3) 虚 偽   提出のあった入札参加申請書等に、虚偽の記載が認められた

場合。  

  

4.4 入札参加を辞退する場合  

    本件の入札参加者が、「入札参加資格確認通知書」で、入札参加資格が「有」と認められ

た後に入札参加を辞退する場合は、「入札辞退届」を、持参、郵送または電子メールのいず

れかの方法により、書面にて「３ 担当部署」の入札担当部署へ速やかに提出すること。  

  

５ 入札保証金  

  本件の入札保証金は免除する。  

ウ 
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６ 入札および開札  

6.1 仕様に関する質問  

    本件の仕様に関する質問の要件は、次の表５に記載のとおり。  

  

表５（仕様に関する質問の要件）  

区 分  要 件  

(1) 質問受付期限  令和７年３月２１日（金曜）正午 

(2) 様 式  質問の様式は「質疑書（様式第４号）」を用いること。  

「質疑書（様式第４号）」を用いない質問は受け付けない。  

(3) 質疑書の送付先  「３ 担当部署」の案件担当部署へ E-mail で行うこと。  

(4) 回 答 の 書 式  受け付けた質問と回答を組合で取りまとめ、一覧表形式で

作成した回答書を、本件の「入札参加資格確認通知書」で、

入札参加資格が「有」と認められた者全員の「連絡先 E-

mail」宛に、令和７年３月２１日（金曜）までに適宜回答書

を送付するほか、質問受付締切日から５日以内に、公立丹南

病院組合ホームページ（入札・プロポーザル情報 ＜ 入札公

告(令和６年度) ＜公立丹南病院組合公営企業会計システム

更新業務）に掲載する。  

 なお、質問者が特定できる情報等を省略したうえで、質問

と回答の内容を伝える。  

  

  

6.2 入札書の作成  

    入札参加者は、入札書の作成にあたり、以下の記載を考慮すること。  

  

(1) 入札書等の記載事項  

本件の入札書に記載する要件は、次の表６に記載のとおり。  

  

表６（入札書の記載事項要件）  

区 分  要 件  

ア 住所・氏名等   入札参加者の住所、会社（商号）名、入札者氏名を記載

し、押印を行うこと。  

 なお、外国人にあっては、署名をもって押印に代えること

ができる。次の「イ 受任者」についても同じとする。  
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イ 受 任 者   代理人が入札する場合は、前述の「ア 住所・氏名等」に加

え、受任者となる代理人の氏名を記載し、押印を行うこと。  

ウ 入 札 金 額   入札書の金額欄には、「総額」を記載し、内訳は企業会計更

新業務委託金額（消費税および地方消費税を含まない。）を

記載すること。 

エ 使用する言語   入札書および入札に係る文書に使用する言語は、日本語に

限る。また、入札金額は、日本国通貨による表示とするこ

と。  

オ 記載事項の訂正   入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分につい

て押印しておくこと。ただし、入札金額の訂正は認めない。  

 なお、記載にあたっては、鉛筆や摩擦熱で消えるボールペ

ン等、容易に訂正できる文房具を用いないこと。  

 また、委任状についても同様とする。  

  

(2) 入札書および委任状  

    ・入札書は別記様式のとおり作成し、封筒に入れ封印しなければならない。  

    ・代理人が入札する場合は別記様式のとおり委任状を作成し、入札担当者に提出しなければ

ならない。  

  

(3) 入札書等の封筒と封かん  

   ・入札書は、任意の封筒に入れ、その封皮の表面（継ぎ目などが無い面）に入札の件名お

よび納入場所、裏側（継ぎ目などが有る面）に入札参加者の氏名（法人にあってはその

名称または商号）を記載すること。  

   ・入札書を入れた封筒は、封かん（封の糊付け）し、封筒の継ぎ目１辺につき１か所ずつ

封印（押印）を行うこと。使用する印については、前述の「ア 住所・氏名等」の規定に

準ずる。  

   ・封かんの方法は、次の図１を参考にすること。  

   ・郵便による入札は認めない。  
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入札書記載例  

  

  

  

入 札 書  
  

（下記算出基礎の計算結果の金額を記載すること）  

金額  

  十億  億  千万  百万  十万  万  千  百  十  円  

                      

 （数字はアラビア数字とし、頭冠は￥止めとする。）  

  

  

   件 名 （入札公告の記載のとおり記入すること）   

 場 所 （入札公告の記載のとおり記入すること）  

  

   の納入代金として、入札心得を承諾の上、上記のとおり入札します。  

  

  令和○○年○○月○○日  

  

                                住所または所在地  ○○市○○町○○番地  

                                商号または名称  ○○○○○株式会社  

             代  表  者 代表取締役 ○○○○○ 

                    受任者職・氏名  営業課長 ○○○○ 印  

  

  公立丹南病院組合管理者 佐 々 木 勝 久 殿  
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委 任 状  
  

                                         令和○○年○○月○○日  

   

公立丹南病院組合管理者 殿  

  

                  住所または所在地  ○○市○○町○○番地 

                            商号または名称  ○○○○○株式会社 

                            代 表 者  代表取締役 ○○○○○  

  

  

  

     私は下記の者を代理人と定め、鯖江市が発注する下記件名の競争入札に  

係る入札の一切の権限を委任します。  

  

  

                    記 

  

件 名 （入札公告の記載のとおり記入すること） 

  場 所 （入札公告の記載のとおり記入すること）  

  

  

  

                     受任者  住所または所在地  ○○市○○町○○番地 

                           商号または名称  ○○○○○株式会社  

                          受任者職・氏名  営業課長 ○○○○  印  
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図１ 入札書用封筒の封かん  

（表）  

 

  

（裏 例１）  

 

  

（裏 例２）  

 
  

  

件名・場所は、入札公告の記載のとおり記入すること。  

 封印は、代理人が入札する場合は受任者の印鑑（委任状に押印されている印鑑）を押印すること。  

また、受任者の職氏名を必ず記載し、受任者の印鑑（委任状に押印されている印鑑）を押印する

こと。  

    

 

  

公立丹南病院組合管理者    佐   々   木   勝   久   殿 
    

（入札書在中） 
  

 
 

件   名   （入札公告の記載のとおり記入すること）     

場   所   （入札公告の記載のとおり記入すること）   

  
  

  
  

住所 または 所在 地   〇〇 市〇〇町〇〇番地   
商号 または 名 称   〇〇〇〇〇株式会社   
代表 者   代表取締役   〇〇〇〇〇   
受任者 職氏 名   営業 課長    〇〇〇〇   印   

  

印   
印   

印   

  
  

  

  
住所 または 所在 地   〇〇市〇〇町〇〇番地   
商号 または 名 称   〇〇〇〇〇株式会社   
代表 者   代表取締役   〇〇〇〇〇   
受任者 職氏 名   営業 課長    〇〇〇〇   印   

印   印   印   
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 6.3 入札・開札  

    本件の入札の要件は、次の表７に記載のとおり。  

    入札参加者またはその代理人は、本書、仕様書および規則など、本件の入札に関する資料

を熟知のうえ、入札をすること。  

  

表７（入札・開札の要件）  

区 分  要 件  

(1) 入札ができる者   本件の「入札参加資格確認通知書」で、入札参加資格が

「有」と認められた者のうち、「入札参加資格確認申請書」に

記載した代表者または代理人（民法上の復代理人を含む。）  

(2) 入札・開札日時  令和７年３月２８日（金曜）午後３時開始 なお、入札・開札

の場所は、入札の開始時刻約１０分前に開場する予定である。  

(3) 入札・開札場所  公立丹南病院 ２階 大会議室北側  

(4) 入 札 方 法  入札参加者は、入札書を投函すること。 

 また、組合が指定する日時までに入札しない場合は、本件の

入札を辞退したものとする。 

(5) 持参による入札  上記(2)(3)の指定する日時・場所に、入札書を入札・開札場

所へ持参すること。  

(6) 郵送による入札  郵送による入札は認めない。  

(7) 入 場 時  入札参加者は、入札・開札場所に入場する際に、社員証等

の身分を示すものを入札担当者へ提示のうえ、入札担当者へ

本件の「入札参加資格確認通知書」の写しおよび名刺を提出

すること。  

なお、代理人が入札する場合は、「委任状」を合わせて提出

すること。  

(8) 入退室の制限  入札・開札場所には、入札参加資格が「有」と認められた者

のうち、「入札参加資格確認申請書」に記載した代表者・代理

人（民法上の復代理人を含む）だけが入室することができる。  

ただし、入札担当職員が特にやむを得ない事情があると認め

た場合は、付添人を認める。  

また、入札参加者は、入札開始から終了までの間、入札担当

職員が特にやむを得ない事情があると認めた場合を除き、入

札・開札場所を退室することができない。  

(9) 入札の中止または

延期  

不正の入札が行われるおそれがあると認めるとき、または災

害その他やむを得ない理由が生じたときは、開札を中止し、ま

たは開札期日を延期することがある。  

(10) 開 札  開札は、入札参加者またはその代理人が出席して行う。この

場合において、入札参加者またはその代理人が立ち会わないと

きは、当該入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせてこれ

を行う。  

(11) 再 入 札  再入札は、初回の最低入札価格未満の価格で行う。  
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 落札者の決定  

有効な入札書等を提示した本件の入札参加者であって、予定価格の範囲内で最も低額な価格

をもって入札した者を落札者として決定し、契約の相手方とする。  

  

7.1 落札候補者が複数人であった場合  

    落札者となるべき価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、当該入札参加者に

くじを引かせて落札者を決定する。  

     この場合において、当該入札者のうち出席しない者またはくじを引かない者があるとき

は、当該入札執行事務に関係のない職員が、該当する者に代わってくじ引きを行う。  

  

7.2 落札者の公表等  

    落札者の決定後、直ちにその旨を落札者に通知するとともに、鯖江市ホームページ（入

札・プロポーザル情報 ＜ 入札結果(令和６年度) ＜ 入札・プロポーザル情報 ＜ 入札公告

(令和６年度) ＜ 入札・プロポーザル情報 ＜ 入札公告(令和６年度)）にて公表する。  

  

7.3 落札者決定の取り消し  

    落札者と決定した者が、契約締結までの間に指名停止を受けた場合は、当該落札者の決定

を取り消す場合がある。  

  

７ 入札の無効  

  本件の入札について、次の表８に該当する場合は、該当の者が行った入札を無効とする。  

  

表８（入札の無効要件）  

区 分  要 件  

(1) 無 資 格   競争に参加する者に必要な資格がない者および代理権のな

い者が入札した場合。  

(2) 識別不明   入札書等の記載事項中で、入札金額の訂正や入札者の氏名

その他主要な事項が識別しがたい場合。  

(3) 複数入札   入札者が２以上の入札（本人およびその代理人がした入札

を合わせたものを含む。）をした場合におけるその者の全部

の入札。  

(4) 不正入札   私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２ 

２年法律第５４号）等に抵触する不正の行為によった場合。  

(5) 虚偽入札   提出書類の虚偽等により、公正さを疑うに足りる相当な理

由があると認められる場合。  

(6) 未 到 着   入札公告において示した入札書等について、「入札書提出期

限」までに到着しなかった場合。  

(7) そ の 他   入札公告等において示したその他入札に関する条件に違反

した場合。  
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８ 契約保証金  

  本件の契約保証金は免除する。  

  

９ 契約の締結  

(1) 契約の締結  

落札者と契約書に関する協議を行った後に、本契約の締結に関する手続きを行う。  

落札者は、交付された契約書に記名押印し、落札決定の日から１０日以内（行政機関の 

休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項各号に挙げる日を除く。）の

間に本契約を締結すること。ただし、災害発生等の特別な事情があると組合が認めるとき

は、契約の締結を延伸することができる。  

(2) 言語・通貨  

 本件の契約書および契約に係る文書に使用する言語ならびに通貨は、日本語および日本

国通貨に限る。  

(3) 契約の停止等  

 本件の契約に関し、政府調達に関する苦情処理の手続きに基づく苦情申し立てがあった

ときは、契約を停止し、または解除することがある。  

(4) 支払いの条件  

受注者は、物品を納入するときは、発注者の定める項目を記載した納品書を提出し、組

合の検査に合格した後、適正な請求書に基づいて支払うことを原則とする。  

なお、本件について前払い金は支払わない。  

  

１０ 留意事項  

(1) 入札参加に関する費用  

 本件の入札に関して、入札参加者が入札参加のために要する費用は、入札参加者の負担と

する。  

(2) 資料受領後の確認連絡  

 入札参加者は、組合から通知を受領した後、速やかに内容を確認し、受領できたことを

必ず連絡すること。  

(3) 入札書等の引換えや変更  

 入札参加者またはその代理人は、一度入札した書類の引換え、変更、取消しをすること

ができない。  

(4) 期限  

 組合が指定した日時を過ぎて到着した入札参加資格確認申請書や入札書等は、いかなる

理由があっても無効とする。  

(5) 入札参加者名に関する問い合わせ  本書で定める質問手続以外の問い合わせ（入札参加者

数および入札参加者名等に関する質問）には、一切応じない。  


